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○辻泰弘君 おはようございます。民主党・新緑風会、辻泰弘でございます。 

 本日は、締めくくり総括ということで御質問申し上げる次第でございますが、まだまだ

締めくくりたくないという気もするわけでございますけれども、この際、小泉内閣を締め

くくって総括したいと、こういった思いで質問をさせていただきたいと存じます。 

 当選後二年半でございますけれども、まだまだ名前が売れておりませんけれども、ひつ

じ年の辻泰弘でございます。本日は、一匹オオカミ、ライオンヘアの小泉総理に羊の辻泰

弘が挑ませていただくということで、攻守所を変えるような気がいたしますけれども、か

み付いてみたいと思うわけでございます。 

 なお、冒頭申し上げておきますが、昨日レクをさせていただきましたけれども、その時

点で与党の年金改革案というものがまとまったことを聞きましたものですから、通告の順

序がちょっと、年金が先に、前半に来るかもしれません。また、全部の通告の質問ができ

ないかもしれませんけれども、それは後日また本予算の審議もございますので、その折に

させていただくということで、楽しみに取っておいていただければと、このように思うわ

けでございます。 

 さて、まず冒頭、幾つか最近起こっておりますことについて御所見お伺いしたいと思う

わけでございます。 

 まず、官房長官にお伺いさせていただきます。 

 一月三十一日の未明、衆議院本会議において自衛隊のイラク派遣承認案の採決に御参加

なされなかったということがあったわけでございますが、その経緯について御説明をいた

だきたいと存じます。 

 

○国務大臣（福田康夫君） その件は、どうして採決に参加しなかったのか、全く私の勘

違いでございまして、採決の順番間違えてほかの部屋で実は待機をしておったと、そうい

うことでございまして、それ以上のことはございません。 

 

○辻泰弘君 記者会見でもそういうことが起こるんですねと人ごとのようにおっしゃって

いて、反省の色が見られないように思うんですけれども、非常に緩んでいるといいますか、

官房長官の危機管理が十分できていないんじゃないかと、このように思うわけでございま

す。 

 今後そういうことがあってはならないわけですが、総理はこの件について官房長官に何



かおっしゃいましたですか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） いや、別に言っていないんですが、うっかりしたと、

ミスに気を付けなきゃいけないという幹事長の話を間接的に聞いて、ああ気を付けなきゃ、

私も気を付けなきゃいけないなと思いました。 

 

○辻泰弘君 参議院も近々そういう局面があるかもしれませんけれども、今後心して国政

に当たっていただきたいと思うわけでございます。 

 なお、この質問の通告に当たりまして、私、この問題をさせていただくと申し上げまし

たら、事務方の方が、本当におやりになるんですかと、このようにおっしゃいました。や

はり、それは非常に失礼といいますか、余計なことだと思います。そういうようなことは

ないように御注意をいただきたいと、このことを申し上げておきたいと思います。 

 さて、次のポイントに移ります。 

 京都の城陽市の山城養鶏生産組合、この半年前の卵の出荷事件というのがございました。

これについて経緯をまず御説明を賜りたいと存じます。 

 

○国務大臣（坂口力君） この一件は、京都府内の農事組合法人山城養鶏生産組合が、昨

年の六月十九日に採卵をいたしまして冷蔵保管をしておりました卵約五万六千個を、十二

月の一日採卵、それで十二月十一日賞味期限と、こういう表示を行いまして十二月二日に

販売をしたというのが経緯でございます。 

 厚生労働省としましては、京都府に対しまして、食品衛生法に基づきまして賞味期限設

定の根拠を提出させたところでございます。こうした調査を行いました結果、賞味期限を

表示したその内容が合理的根拠を欠いているということで、一月の二十日に京都府は当該

法人に対しまして、食品衛生法第十一条第二項違反として同日から七日間の営業停止を命

じたと、こういう経緯でございます。 

 

○辻泰弘君 この過程で、京都府は品質管理の徹底などを文書で指導しただけだったと、

それが厚生労働省の指摘を受けて強い対応措置になったと、このように言われているわけ

ですけれども、その辺はどうでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 厚生労働省とそれから京都府との間で少し解釈の違いがござい

ました。これは厚生労働省の方の言い方が悪かったのか、向こうの受け取り方が悪かった

のか、両方だったのかもしれませんけれども、我々の方といたしましては、この食品衛生

法に違反をしている、十一条に違反をしているということで、我々はこれはきちんと整理

をすべきだということを申し上げたところでございます。 

 



○辻泰弘君 この件につきましては、御承知のように週刊誌等にもそのことの疑惑がある

というふうな記事が出たわけでございますけれども、ただ、その中身はともかくとして、

少なくとも、実は報ぜられていることだからあれですけれども、この生産組合の代表理事

は自民党の西田国対委員長の親族がされているということであるわけでございますが、こ

の西田さんが記者会見をされて、その働き掛けた疑いを報じた週刊誌の報道を受けて一月

二十七日に記者会見をされて電話、厚生労働省に今年に入ってから電話したことを認めら

れていると。それで、認めた上に立って、京都で大変なことがあったと、実は親類だが、

厳重な対応をしてほしいということは言ったが、ほかには一切要請していないというふう

に記者会見でおっしゃっているわけでございます。 

 厚生労働省はこの西田さんからどのような電話を受けたのか、教えていただけますでし

ょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） これは御本人も記者発表しておみえになるところでございます

が、一月の十三日に我が方の官房長に対しまして電話があったというふうに聞いておりま

す。官房長への電話の内容は、自分はこの組合に直接関与はしていないが、親族が関与を

した事業においてこのような問題を起こしたことは誠に遺憾である、これについては厳し

く対応する必要があると、こういう内容であったというふうに聞いているところでござい

ます。 

 

○辻泰弘君 いろいろお考えはあるとは思うんですけれども、身内の事件に対してわざわ

ざ所管官庁に電話して、厳しく対応すべしと、このような電話をすること自体、常識的に

はちょっと理解に苦しむと思うわけでございます。また、そのような疑惑を持たれる根を

持ってしまうと、このように思うわけでございますが、総理はこの件、どういうふうにお

考えでしょう。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） いずれにしても、正確に、消費者の安全のためにも生

産者の信頼を確保するためにも、表示というものは正確を期す必要があると思っておりま

す。 

 

○辻泰弘君 そうではなくて、西田国対委員長が厚生労働省に電話をされた、今いる官房

長ですけれども、電話されたことについてどう思われるかということをお聞きしておりま

す。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） これは、議員としていろいろな地元の問題について役

所に問い合わせということは、民主政治のことですから、いろいろあると思います。そう

いう点で、西田議員は、自分が議員だけれども特別な配慮をしなくてもいいと、厳正にや



ってくれということではないかと思っております。 

 

○辻泰弘君 問い合わせるというものとはちょっと違うんじゃないかと思うんですね。や

っぱり厳重な対応をしてほしいと言うこと自体が逆の意味を持たせるといいますか、それ

はやはりそういうものではないかと思うんですね。ですから、いずれにしても、そのよう

な電話をされるということ自体が私はやっぱり少し政治家として、とりわけ与党の要職に

あられるお方の政治姿勢としていかがかと思うわけでございます。この問題、食品衛生に

もかかわる問題でございますから、また厚生労働委員会等でもフォローしていきたいと思

っております。 

 さて、もう一件、これもまたどういうわけか厚生労働省にかかわることでございますけ

れども、厚生労働省の広島労働局の裏金着服事件というのがございました。これは裏金一

億円にも上ると言われているわけでございますけれども、この事件の経緯と現状について

御説明を賜りたいと存じます。 

 

○国務大臣（坂口力君） 広島労働局におきますこの不正事案につきましては、この広島

労働局の総務部付の職員が公金の詐取であったとして、一月三十日付けで懲戒免職をいた

しまして、広島地方検察庁に刑事告発したところでございます。現在、徹底的な調査を行

っているところでございまして、更に全貌を明らかに我々もしたいというふうに思ってお

ります。 

 また、全国の労働局に対しましても、同種のようなことが絶対あってはならないわけで

ございますので、全国的に調査をいたしているところでございます。引き続きまして、事

実の解明に向けて調査をしていきたいと思っております。 

 綱紀の粛正と再発防止、これはもう一番大事なことでございますし、国民の皆さん方に

申し訳ないわけでございますので、我々といたしましても全力を挙げて解明に当たりたい

というふうに思っているところでございます。解明に当たりました暁におきまして、その

責任を明確にしたいというふうに思っているところでございます。 

 

○辻泰弘君 この広島労働局の局長の、河津さんとお読みするんでしょうか、この方は一

月三十日に逮捕された際に記者会見を行っておられて、そのときに、不明朗な金の流れは

ほかにもある、全容が解明できたとは思っていない、組織的な不正がまた別にあると考え

ていると語っておられるんですが、厚生労働省としてはその広島労働局長から事情聴取さ

れたでしょうか。されたとしたらその内容はどうだったんでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） まだ全貌は明らかでございません。この労働局長からも具体的

なお話はまだ聞いておりません。しかし、この広島労働局におきましても現在調査を進め

ていただいているところでございますし、また本省といたしましても全力を挙げてそれに



対しまして調査をいたしておるという現在、現状でございます。 

 

○辻泰弘君 その局長から具体的に聞いていないというお話ですけれども、局長自身がこ

のようにおっしゃっているわけですから、大臣自らお聞きになってもいいんじゃないでし

ょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 個々にどうこうというよりも、早く全貌を明らかにしてもらわ

なければいけません。現在のところ労働局の方でも全貌が明らかでない、こういうことで

ございますので、早く全貌を明らかにするように指図しているところでございます。 

 

○辻泰弘君 同件も厚生労働委員会のマターでございますので、またそちらの方でも、後

ろに、武見理事はおられませんけれども、スクラムを組んでやっていきたいと思っており

ます。 

 さて、次に、最近の問題の中で食品衛生のことでちょっとお聞きしておきたいと思いま

す。 

 まず、ＢＳＥについて一つお聞きしておきたいと思います。 

 いわゆる、日本は全頭検査をしているというわけでございます。しかし、アメリカはし

ていないと。で、日本は全頭検査をしているけれども、日本の和牛をアメリカに輸出でき

なくなったと。すなわち、日本でＢＳＥが発生したときにアメリカは輸入を禁止したとい

うことがございます。片や、今、アメリカは全頭検査をしていない肉をアメリカ、日本に

買ってくれと、全頭検査しないということで買ってくれと、こういうふうに言っているわ

けでございます。その意味において、非常にある意味では手前勝手な主張になっておると、

このように思うわけですが、総理、その点はどのようにお考えでしょうか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） これは食の安全にかかわる問題でありますので、日本

の事情、日本の食品の安全に対する考え方、よくアメリカに説明して、日本の消費者に対

しても十分に安全確保策について不安のないような、混乱を起こすことのないような対応

をするように農水大臣に指示しております。 

 

○辻泰弘君 ともすればアメリカべったりの対応が目立つ小泉内閣だと思うんですけれど

も、やはりこの点についてはその後非常に、これのみならずかもしれませんけれども、非

常に一方的な主張になっているというふうに思います。その点についてはしっかりと筋を

通して取り組んでいただきたいと、このように思うわけでございます。 

 もう一つ、鳥インフルエンザのことでお聞きしておきたいと思います。 

 一月の二十三日でしょうか、鳥インフルエンザの調査研究に着手するということを言わ

れているようですが、この調査の研究の内容、御説明をいただけますでしょうか。 



 

○国務大臣（茂木敏充君） 鳥インフルエンザに関しましては、委員御指摘の一月二十九

日、総合科学技術会議におきまして科学技術振興調整費を使いまして研究、緊急研究を行

う、このことを決定させていただきました。総額で七千五百万円のプロジェクトでありま

す。 

 一般的にこういった研究、大きく三つの柱から成っていまして、一つは感染経路を解明

する、それから二つ目はウイルスがどれくらいの感染力とか毒性を持っているか、そして

三つ目はワクチンであったりとか診断方法を解明すると、こういう形でありまして、今回

の緊急研究でも、一つにウイルスの遺伝子解析、そして野鳥の飛来情報などの調査を通じ

た感染経路の解明、二つ目に動物実験等によりますウイルスの感染力や毒性の解析、そし

て三つ目といたしまして早期・迅速診断系の開発及びワクチンの開発のための研究基盤を

確立すると、こういった三つの分野の研究を行うことにしております。 

 そして、これらの研究を踏まえまして、平成十六年度から本格的な研究、対策を実施し

ていきたいと、このように考えております。 

 

○辻泰弘君 ということは、今年度中に一応の結論を得るという理解でいいんでしょうか。 

 

○国務大臣（茂木敏充君） 今回の緊急調査に関しましては、緊急研究に関しましては、

本年度中に結果を得たいと、このように考えております。 

 

○辻泰弘君 この鳥インフルエンザに関しましても国民の中に非常に不安があるわけでご

ざいますので、それぞれしっかりとお取り組みいただくようにお願いを申し上げておきた

いと思います。 

 さて、ちょっと大きな話になるかもしれませんけれども、総理の御見識をお伺いしてお

きたいと思います。 

 まず、今世界、グローバリゼーション、グローバル化と言われているわけでございます

けれども、そのグローバル化の中でいろんな政策を行うべしと、このようになるかと思う

んですが、まずグローバリゼーションの光と影というものがあると思うんですが、まずグ

ローバリゼーションの定義は何かと、まずちょっと、竹中大臣がいいかと思いますが、教

えていただけますでしょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 厳密に言うとすごい長い議論になるといけませんので、簡単

な認識を申し上げておきますと、物やサービスだけではなくて、生産要素、例えば人間で

ありますとかお金でありますとか、そういうものが国境を越えて地球規模で活動するよう

になる、そうした中で様々な形での制度の調整が必要になってくるような状況、コンバー

ジェンスが起こると、そういうような状況ではないかと思っております。 



 

○辻泰弘君 少し前になるかと思いますが、経済審議会が昔ありましたけれども、その中

の定義は、あらゆる経済主体による効率性の追求が全地球的規模で進むことと、このよう

な規定、定義になっていたかと思うんですが、その中で世界が日本がどういうふうになっ

ているかということをやはり見ていかなきゃならないと思うわけです。 

 そこで、まず世界における所得格差がどうなっているかということを世界人口白書が分

析しているんですが、そのことについて外務省から御説明いただけるでしょうか。 

 

○国務大臣（川口順子君） 二〇〇二年の世界人口白書でございますが、これは結論的に

言えば富裕層と貧困層との格差が拡大をしているということです。まず、世界の上位二〇％

の富裕国と下位二〇％の最貧国、これの国民一人当たりの所得を比較をしますと、六〇年、

一九六〇年には三十対一、九九年には七十四対一ということで拡大をしているということ

です。 

 

○辻泰弘君 こういった中、グローバリゼーションの中で、世界における所得格差という

のはどんどん広がっている、こういう状況があるわけです。そういう中で、私は、競争原

理の貫徹の中に人間の幸せがあるのか、このことが私自身の一つのテーマと思っているん

ですけれども、政治はやはり民の暮らしを見詰めるという、その視点が不可欠だと思って

いるんですが。 

 少し前、故小渕総理がサミットの場で、このグローバル化について発言をされたことが

ございました。グローバル化は経済の効率化をもたらすが、社会の画一化、脆弱化をもた

らす、多様性がなくなれば不測の環境の変化に耐えられない、このようなことを語られた

ということをお聞きしておりますが、この今の競争、効率化の流れといいますか、世界的

潮流としてのグローバリゼーション、このことをどのように認識され、またその中にあっ

て、日本の国の総理のお立場でどのような政策が必要だとお考えか、基本的なことをお伺

いしたいと思います。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 世界的な規模で見ないとそれぞれの国が新しい時代に

対応できないと、一国だけでやっていこうという時代ではないと。そういうことを考えま

すと、日本としても、世界の流れを見ながら、どのような制度が望ましいか、そういう時

代に来ていると思います。その中で、各国の多様性、自主性というものを尊重し、それぞ

れの国が持てる力を、世界のいろいろな困難な問題に力を合わせて改善していくというこ

とが必要だと思います。 

 一例を挙げれば、今言われました所得格差、貧困解消の問題、あるいは鳥インフルエン

ザ、見られるように、一国の感染症が一国にとどまらない、これはＳＡＲＳでもそうであ

ります。世界全体を見て、そのような病気に対する予防対策等も一国だけの対応ではでき



得ない点がありますので、そういう一国の事情とそれぞれの自主性、多様性、世界的な規

模の問題、両面を考えていかなきゃならない時代に来ていると思っております。 

 

○辻泰弘君 国内に目を転じたいと思うんですが、国内における所得格差はいかがかと、

このように考えますときに、いろいろ学者の方とか研究機関が出しているものがあります

けれども、ただ、公的な研究所がないかと、このように見ましたら、家計経済研究所が出

しております。そのことについて御説明いただけるでしょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 御指摘のとおり、家計経済研究所、消費生活に関するパネル

調査というのが行われておりまして、これは高所得者と低所得者との所得比較を行って、

九〇年代の後半以降二〇〇二年までの間において所得格差が拡大傾向にあるということを

示しております。 

 九六年の経済白書でも、これは消費実態調査のデータを基に、これは八四年から九四年

にかけて緩やかな不平等度が拡大傾向にあるというようなことを示しております。 

 一方で、都道府県の格差等々を見ますと、むしろ格差の拡大はバブルの期において拡大

しておって、九〇年代以降はそれほどでもないという結果も出ている。 

 これはなかなか評価の難しいところであるかと思います。 

 

○辻泰弘君 今、竹中大臣がおっしゃった一九九六年の経済白書、この中で所得・資産格

差の評価というのがございます。このことについて、そのことを教えていただけますでし

ょうか、内容を。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 詳細なデータを今持っておりませんけれども、基本的には、

その申し上げました期間に関しまして、所得、特に資産の格差が日本では拡大していると

いうような結果であったかと思います。 

 ただ、この資産の格差に関しましては、資産価格の変動そのものがあります。もう一つ、

日本の場合に高齢者が増えていると。高齢者というのはそもそも非常に格差が、所得格差

が大きいものですから、そういう世帯の割合が増えているということも、日本の平均的に

見た、全体で見た所得格差の拡大というものの中に現れているというふうに思っておりま

す。 

 

○辻泰弘君 私がお答えいただきたかったことを答えていただけなかったので残念ですけ

れども、私が読ませていただきますけれども、 

  戦後の日本は所得・資産格差が比較的小さく、それが社会的安定の維持や階層分化の

防止に役立ってきたと評価できる。何よりも、所得・資産格差が固定していないことが、

人々の意欲を引き出し、また能力の発揮を妨げないという意味で、経済の活力を高めたと



いえるであろう。 

  もちろん、やみ雲に所得・資産格差を是正することが唯一の目標となるわけではない

が、できる限り個人の責に帰すことのできない所得・資産格差を発生させないことが、公

平性の点からも、また、社会の活力という点からも重要なことと考えられる。こうした観

点から、所得・資産格差の動向を注視していく必要があろう。 

と、このように白書では言っているわけですが、このところについての認識は、経企庁か

ら変わりましたけれども、竹中大臣、変わりませんでしょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） その白書の中、更には別の経済企画庁の文献等にも出てくる

というふうに思いますけれども、これはだれにもチャンスがあって、それが人々にインセ

ンティブを与えて、それで日本の経済の強い原動力になったということは、これはもう間

違いのないことであろうかと思います。 

 ただ、その場合に、結果が平等であるということに加えて、今の場合、やはり異常にグ

ローバル化とかＩＴ化とか大きなチャンスがありますので、機会の平等をやはりどのよう

に確保するかと、それを所得格差とどのように結び付けて認識するのかと、そういう問題

が生じているというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 そうすると、九六年の経済白書の認識と竹中大臣は若干意を異、若干ニュア

ンスが違うということになりましょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 意見を異にするというふうには思っておりません。常にその

結果の平等の問題と機会の平等の問題、そこをしっかりとバランスを取っていかなければ

いけない、それは白書においてもそういう考え方であったというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 この格差の拡大という世界的また日本の中での傾向というものをしっかり踏

まえつつ政策課題に対処していかなきゃいけないと思うんですけれども、雇用、社会保障

など国民生活にかかわる基本問題、その視点が欠かせないと思うんですが、総理に、この

点について、所得格差の拡大と、この視点を持ちつつお取り組みいただきたいと思います

が、いかがでしょう。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） それぞれチャンスを与えると、機会は多くの人に平等

に与えられていると、結果についてはそれぞれ人の考え方、能力、違いがありますので、

能力の発揮できる人あるいは努力をした人に対してはそれなりに報われた成果が得られる

というのが必要だと思いますし、同時に、どうしても自らの力だけでは成果を上げること

ができない、そういう方に対して社会保障としてどのような対応をするべきか、両面が必

要だと思っております。 



 

○辻泰弘君 是非、政策課題に取り組むに当たって、グローバリゼーション、競争効率の

その流れの中で人間の幸せをどういうふうに確保していくのかという視点、また国内にお

けるそういった格差が拡大しているという、そういう視点も持ちつつ政策課題に対処して

いただきたいと御要請申し上げておきたいと思います。 

 それと連動するような話ですけれども、総理は、この本予算委員会におきまして、お隣

におられる尾辻先生の御質問に対して日本の社会の在り方を披瀝されておりまして、御見

識を言われているわけですが、日本には良さがあると、日本の良さがあると、こういうよ

うなことをおっしゃっているんですが、日本の良さとはどういう点だとお考えでしょうか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 例を挙げれば切りがないんですけれども、まず、日本

の教育水準が全体として高いということ、それと、国民性として勤勉さ、努力する精神と

いうものを大事にしている、向上心が強いということ、それと、やっぱり家族のきずなと

いうものを大事にしているなと。いろいろたくさんあると思います。 

 さらに、今治安が悪化しているような現状に対して、世界一安全な国復活を目指すとい

う、そういう中で努力しておりますが、世界の情勢を見ると、治安に対して非常に多くの

国民が協力しなきゃいけないという機運が盛り上がっている。 

 さらに、文化面におきましても、日本独自の文化、大事にしている伝統文化、芸術にし

ても、世界各国の日本にはないものを大いに受け入れるという受容性の深さ、それを、日

本の独自性を取り込んで、和魂洋才というんですかね、同じ制度でも日本独自に生かして

いこうという柔軟性と大胆さと独自性を兼ね備えている。 

 食生活の面におきましても、非常に繊細、多様。健康、気を付けているからこそ世界で

一番長生きできる国になったと。今や、日本の食生活を見習おうという世界各国、そうい

う機運も出ております。 

 もう非常に日本というものは可能性を持った潜在力の高い国でありますので、こういう

日本の独自性と、世界各国の多様性を受け入れながら日本の独自性をいかに世界に広げて

いくか、普遍性というものも考えていかなきゃならない。 

 さらに、民主主義、これは大事なものですね。今これほど政府を批判できる自由な国は

世界を見てもそんなにないと。総理大臣始め政治家の批判なんというのももうやりたい放

題。（「言いたい放題」と呼ぶ者あり）言いたい放題やりたい放題。政治家批判なんという

のは何のおとがめなし。自由な国ですね。 

 それと、敗戦後は平和を維持してきた。これほど長く平和を維持した国もそんなに世界

ではない。紛争がない、民族対立等の国内の争いも世界と比較すると穏やかであると。い

わゆる平和であり、民主的であり、基本的人権についても多くの国民が大事にしなきゃな

らないと思っている。 

 例を挙げれば切りがないほど日本の良さがあると思うんです。 



 大事なことは、余り自虐的にならないで、日本は駄目だ駄目だと言わないで、日本の良

さというものをよく見いだして、努力していけばもっと良くなるんだという。ある人は、

悲観は気分、楽観は意志だということを言った人がいます。なかなかいい言葉だと思って

おります。余り悲観論の気分に陥らないで、楽観、より良き方向に向かって意志を持って

良くしていこうという、そういう意欲を持つことも大事じゃないかなと思っております。 

 

○辻泰弘君 今更ながらではあるんですけれども、構造改革と叫ばれて以降三年近くなる

わけですが、いまだに分からないものですから教えていただきたいんですけれども、その

ような良さを持った日本を構造改革を通じてどのような社会にしていこうとされているの

かと、このことを教えていただきたいと思います。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） それぞれの個人が、まず自ら助ける精神を持つこと、

自らが向上心を持つこと、そして、欲望に限りがありませんけれども、節度を持つこと、

いわゆる自らを律する精神ですね。それは個人においても企業においても同じだと思いま

す。国家においてもそうです。自ら助ける精神と自らを律する精神、これが一番大事なこ

とだと思っておりますし、そういう中でそれぞれの方の努力が報われる社会、そしてだれ

にでもいろいろな機会が与えられる、チャンスが与えられる、そういう社会を作っていく

必要があると。 

 そして、お互いが助け合う、個人同士が限界があるんだったらば国が、地域が援助の手

を差し伸べると。そういう、すべての国が、お互い助け合いながら、支え合いながら、い

たわり合いながらより良い国をつくっていくという、そういう姿勢が大事ではないかと思

っております。 

 

○辻泰弘君 今おっしゃった中で、努力が報われるとか機会が与えられるとか助け合う、

支え合うと、こういったことは政策的にあり得ると思うんですが、その中で自らを律する

精神とおっしゃいましたけれども、そのことも政策でやろうということなんでしょうか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） これは教育の面も多いと思いますね。まず、教育で一

番大事なことは、やる気をそれぞれの人が持つような教育ということ。人間にはだれでも

良さがあると思います。そういう良さを引き伸ばしていくと。やる気を持っていただく、

これはどんな社会でも、どんな国でも、どんな時代でも一番大事なことだと思っておりま

す。政策というよりも全体の、そういう意欲を持つ、そういう教育というものが大事では

ないかと思っております。 

 

○辻泰弘君 総理は、そのときの御答弁の中で、日本はアメリカ型社会を目指すのではな

いと、このようにおっしゃっています。この点について御見解をお示しください。 



 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 日本は日本型の社会。どの国もそれぞれの国の良さが

ありますし、違いがあります。民主主義といっても、同じ民主主義でも制度なり形態が違

います。日本型、日本には日本人に合った民主主義、あるんだと思っております。 

 

○辻泰弘君 そのアメリカとの違いというのはどういうことをおっしゃっているんでしょ

うか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） アメリカとの違い、たくさんありますね。まず言葉が

違いますね。習慣も違いますね。うちに入るときに、まず日本は靴を脱がなきゃならない、

アメリカはそのまま入っていかなきゃならない。これは初めて、文化の違いというのはみ

んな当たり前のことになりますけれども、アメリカ人も、まず玄関入って靴を脱ぐ、靴を

脱ぐとまたスリッパを履かなきゃならない、これでびっくりする人いますよ、結構。だか

ら、そういうアメリカの違い、日本の違い、これまた数え上げれば切りがない。 

 それから、国も、制度も違いますね。銃社会。アメリカはもうけん銃を一定の制限の下

ではありますけれども持つことをかなり許されている。日本は一般国民に対しては銃を持

つことでも罰せられる。もういろいろ違いがあります。 

 

○辻泰弘君 社会制度といいますか、社会保障制度とか、そういう政策課題に取り組むに

当たっての違いですね、そういうことについて前に発言されているんですけれども、その

点教えてください。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） まず、アメリカは大統領選挙、直接選挙。日本はそう

いう、首相を選ぶのも直接選挙じゃありませんね。それも違いますね。また、医療保険。

日本、皆保険。社会保障制度もアメリカよりも私は進んでいる点がたくさんあると思いま

す。 

 更に違いを挙げると、これ幾ら時間やっても、委員長に注意されますから、簡単に答弁

しろということで。 

 アメリカにはアメリカなりの考え方がありますし、税制においても違います。それと、

日本の富裕層に関して言えば、アメリカの富裕層というのは日本の富裕層よりもちょっと

けた違い。同時に、一方では貧困層もある。日本よりも所得格差が大きいと思いますね。

日本はできるだけそういう社会保障を大事にしておりますし、所得格差においてもアメリ

カほど違いはない。さらに、女性の進出度を見ても、アメリカの女性の進出度というのは

日本よりも高いと思いますね。まあ、いろいろあります。移民もそうです。アメリカはや

っぱり移民で成り立っていますが、日本は、移民というよりは、というものに対してアメ

リカよりも非常に制限的だと。まあ、いろいろあります。 



 

○辻泰弘君 総理、いろいろおっしゃいましたけれども、要は社会保障制度においては皆

保険、皆年金は維持しつつやっていくというようなことだと思うんですが。 

 前の発言の中で日本独自の福祉国家を目指そうというふうにおっしゃっています。その

日本独自の福祉国家を目指すという、それはどういう理念に基づくものか教えていただき

たい、具体的な政策も含めて。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） アメリカほど社会保障についても自らの努力に任せる

という度合いというもの、社会全体で保障していこうという点については、日本の方がそ

の点は重視しているんじゃないでしょうか。 

 

○辻泰弘君 おっしゃっているニュアンスはそれなりに分かったと思います。 

 やはり日本独自の、今、皆年金ということについては後でまた議論しようと思いますけ

れども、言われるところの皆年金、皆保険、このことの良さというのは確かにおっしゃる

とおりだと思います。そのことはしっかりと継続していくということは基本だと思うんで

すが。 

 アメリカとの比較ということだったんで、ちょっと別の角度の質問しますけれども、総

理の給料をアメリカの大統領を上回るものにしようと、こういう取組があると、こんなふ

うに言われるわけです。それは具体的には官房長官のところで検討されている懇談会のこ

とになるわけですが、この懇談会の検討について状況を教えていただけますか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） 幹部公務員、これは内閣総理大臣も含めてでございますけれ

ども、この給与の在り方につきまして今日の実情を踏まえて見直しを行うと、こういうふ

うな趣旨でもって幹部公務員の給与に関する有識者懇談会を開催はいたしております。 

 この懇談会で、今御指摘ありました内閣総理大臣の現行の給与水準は低過ぎると、こう

いう意見がございました。ただ、給与の具体的な引上げを直ちに行うことは難しいのでは

ないかといったような議論もなされております。 

 いずれにしても、政府としては、この懇談会の意見を受けて、そして対応はその後考え

ていく、そういうふうな考え方をしております。 

 

○辻泰弘君 上げる方向での議論がなされていると、そういう論点報告も見ておりますけ

れども、総理はこの懇談会の検討についてどうとらえておられますか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 懇談会は、総理大臣の給与のことだけじゃないんです。

公務員全体の中で出てきた一つの議論だと思います。 

 私は、格別その懇談会に対してああしろこうしろと言う立場にはございません。いろい



ろな方の意見を聞いてまとめることができれば、それを参考にして公務員全体の給与はど

うあるべきか等、国会の場においてもよく議論していただく問題だと思っております。 

 

○辻泰弘君 全体の公務員のことだと、幹部公務員ということになるんでしょうけれども、

それはそのとおりでしょうけれども、しかし、結果として総理御自身のことにかかわって

くるわけですね。今の厳しい経済・雇用情勢という日本の社会状況の中で総理の給料が上

がるよという、そういうことを審議するということがどういう意味なのかということもあ

ると思うんです。その点どのように思っていらっしゃるか、御見解をお聞きしたい。 

 

○国務大臣（福田康夫君） この懇談会におきまして、内閣総理大臣の給与のみならずい

ろいろな議論をしているわけでございます。そういう中でそういう意見があったというこ

とでありまして、いずれにしましても、それを最終的にどういうふうに取りまとめられる

か、それは懇談会のお考え方によるわけでありますけれども、政府としては、それを、そ

の意見を受けてそれをどういうふうに対応するか、それはまたそのときの段階の話でござ

います。 

 

○辻泰弘君 総理は今の御自身の給料を低いと思っていらっしゃいますか、高いと思って

いらっしゃいますか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 私は、自分のことについてはあるがままに受け止める

ということですから、それはそれでいいと、そう思っております。 

 

○辻泰弘君 この懇談会の結果がどういうふうになるのか近々出ると聞いておりますけれ

ども、やはりそのことは今の日本の全体の国民の生活の状況ということもこれありでござ

いますので、そういう角度からもしっかりとお取り組みいただくように申し上げておきた

いと思います。 

 それでは、さっき言いました年金の問題についてちょっとお伺いしたいと思うわけでご

ざいます。 

 まずお聞きしますけれども、総理御自身は何の保険、何の年金に入っていらっしゃるん

でしょうか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 私は議員の年金にも入っています。それと医療保険、

国民、国保だと思いますね。 

 

○辻泰弘君 年金は、議員は国会議員互助年金に入るのはこれは当然自動的になるわけで

すが、元々の年金についてです。 



 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 国民年金だと思いますね。 

 

○辻泰弘君 非常に心もとないお話でございまして、未納、未加入になっているんじゃな

いかというふうにも思ってしまうんですけれども、それはある意味ではプライベートなこ

とでございますから。（発言する者あり）いや、そんなことはないですけれどもね。 

 それじゃ、まず、昨日決まった与党の年金改革の内容について御説明いただきましょう

か。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 十二月から与党で年金制度改革の基本的な方向についてず

っと御議論をいただいておりますが、十二月でお決めいただいた点も含めて申し上げます

と、保険料を固定をいたしまして、将来安定するまで給付を調整するという方式を取る。

その際の保険料率でございますけれども、これから大体十四、五年掛けまして、厚生年金

で申しますと毎年〇・三五四％ずつ引上げをさせていただきまして、平成二十九年、二〇

一七年でございますが、年度以降、一八・三〇％とする。 

 それから、国民年金につきましてもほぼ同じスケジュールで、平成十七年の四月から月

額二百八十円引上げをさせていただきまして、二〇一七年の最終保険料を一万六千九百円

とすると。 

 これに対応しまして、従来のスライド方式を、いわゆる支え手の数がだんだん減ってま

いりますので、この分につきまして差っ引かせていただいてスライドを抑制をしていくと

いう。それから、将来の給付水準につきましては、厚生年金につきましては五〇％を確保

するという、こういうことを中心に決めていただいております。 

 それから、パート労働者の厚生年金適用の問題につきましては、非常に厳しい経済状況

でございますので、これを踏まえまして、五年掛けて更に検討をしようということでござ

います。 

 それから、年金分割につきましては、これ、いろいろな御議論がございましたけれども、

三号の方の年金分割につきましては、離婚をされた方、あるいは離婚される方と同様な、

例えば所在が非常にある期間分からなくなっておられるような方については、三号の方、

通常は女性の方でございますが、その方の請求により半分の分割を認めよう。それから、

これは当事者の協議でございますけれども、そういうケースの以外につきましても、これ

まで離婚されましても年金の分割はできませんでしたけれども、当事者の協議が調う、あ

るいは裁判所の許可がありましたときには、これは当事者の協議で割合を定めていただき

まして分割ができるようにしようという。 

 そういう、あと今申し上げましたようなことがいろいろございますけれども、そういっ

たことを中心に、昨日、与党の年金制度改革協議会で取りまとめをいただいたということ

でございますが、私ども、今それの基本方針に沿いまして法案の作成作業を行っていると



ころでございます。 

 

○辻泰弘君 十二月に合意をされて、その後になっているわけですが、その十二月以降の

決定事項を教えていただけますか。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） ポイントだけ申し上げましたけれども、十二月の時点では

厚生年金の保険料率につきまして一八・三五％を言わば天井として考えると。 

 さらに、一月に入りまして七十歳以上の被用者、厚生年金の在職者といいますか、七十

歳以上、働いておられる方につきまして私どもの案で申し上げますと、保険料を負担して

いただき、六十五から六十九の方の支給調整を行っています。これは、大体現役の男性の

被保険者とほぼ同じぐらいの割と給与の高い方を支給調整していただくという案を提示を

申し上げましたけれども、保険料負担についてはいかがかというお話がございまして、支

給調整を実施をしようと。こういうことを踏まえまして、最終保険料率を一八・三〇％と

いうことで取りまとめていただいております。 

 それから、先ほど申しましたパートの方の問題の取扱い、それから女性と年金の問題、

そのほかにも、例えば障害を持った方につきまして現行の体系で申し上げますと、若いと

きに障害になられて働かれましても、いわゆる報酬比例の年金は付きませんけれども、そ

こを障害の方にも老齢年金が付くようにしようと。障害を持たれて働かれたことが年金に

結び付くようにしようというようなことをお決めいただいております。 

 

○辻泰弘君 共済との統合のことと無年金障害者の部分は十二月以降じゃないんですか。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 無年金障害者の問題は、坂口厚生労働大臣からむしろ福祉

的措置で検討すべきだという坂口試案を出していただいておりますけれども、これを踏ま

えましてその問題について引き続き検討を進めて、できるだけ速やかに結論を得るように

しようという合意ができております。 

 

○辻泰弘君 共済、共済。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 共済年金と厚生年金の問題につきましては、言わば今後の

五年間ぐらいの課題としまして、厚生年金と共済年金の統合の問題も含めて検討をしよう

という合意になっております。 

 

○辻泰弘君 私は十二月以降に入ったものと言ったんで、その今の二つは後に入ったもの

ですね。 

 



○政府参考人（吉武民樹君） ちょっともうあれでございますが、ほかにも遺族年金の問

題でございますとか、いわゆる年金の各分野について相当広範な協議をしていただきまし

て合意を作っていただいております。 

 

○辻泰弘君 昨年九月に、組閣の折に総理が坂口厚生大臣に指示をされたということでご

ざいました、年金改革について。その内容を総理からお話しいただけますか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 詳細については坂口大臣が後ほど述べられると思いま

すが、持続可能なものにしていかなきゃいけないと。給付と均衡のバランス考えて、これ

が一番大事だということを指示いたしました。 

 

○辻泰弘君 そのときの指示は、高額所得者への支給の在り方、あるいは支給開始年齢に

ついても検討してほしい、こういうことだったんじゃないんでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 確かにそういう文言もございました。したがいまして、今回七

十歳以上の皆さん方につきましても、仕事をしておみえになる皆さん方につきましては年

金の支給を少なくする、あるいはまたなくすといったことにつきまして合意をしていただ

いたということでございます。 

 

○辻泰弘君 この総理がおっしゃった支給開始年齢の見直しというのは、六十から六十五

歳の移行過程という、この六十五というその変更という意味ではなかったんですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 現在、六十五歳にこれは引き上げつつあるわけでございますか

ら、これは六十五歳まで継続をして引き上げさせていただく。そして、これは二〇二五年

でしたかね、五年まで掛かるわけでございますから、それはそのとおり行わせていただき

たいというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 この指示のときは、六十五歳から七十歳に上げるという、こういうトーンで

言ったんじゃないですか。谷垣大臣、財政審ではそういう議論になっていたんじゃないで

すか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） そういう指示は出しておりません。 

 

○辻泰弘君 私、今回の与党合意も拝見させていただきまして、昨年の年末からある程度、

追加もありましたけれども、トータルとしてやはり改革の名に値しないと、このように私

は言わざるを得ないと思っております。国民の年金に対する不信といいますか、不満とい



いますか、不安といいますか、こういったものが解消できるものになっていないと、この

ように言わざるを得ないと思っているわけであります。 

 それは、なればこそ、私ども民主党が提示しているということにもつながるんですけれ

ども、まずやはり、先ほど言いましたけれども、皆年金と言うし、確かにそのとおりです

が、これは入口の皆年金であって、実際問題は、その給付の段階では、二十五年に至らざ

る方等々、あるいは制度に、創設のころというふうなこともありましょうけれども、いず

れにしても、皆年金、給付段階ではなっていないということがある。その点を解消してい

ないという意味において、抜本的改革をなされていないということが一つある。 

 また、一元化ということにつきましても、ちょっと共済等のことが出ましたけれども、

根本的な一元化の方向を目指すものについての改革というものにはなっていない。そして

また、公正な負担の徴収という意味についても非常に微温的な対応に終始していると。む

しろ、保険料軽減の対応ということになっていると、このように思うわけでございまして、

その意味においていずれも改革の名に値しない。 

 また、先ほど御説明ございましたように、第三号被保険者の問題だとか、パート、派遣

の問題、あるいは年金分割の問題、これらについても手付かずあるいは極めて不十分と、

このような状況でございまして、こういったものが改革の名には値しないと、このように

思わざるを得ないわけです。 

 政府は、そのいろんな、「改革と展望」等々の中で、あるいは骨太の方針などの中で、頻

繁に制度改正を繰り返す必要のない恒久的な改革とするんだと、このようにおっしゃって

きたわけですが、今度のこの改革案というのを総理は改革の名に値するものだと思ってい

らっしゃるでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 年金の改正につきましては、これは今すぐ行わなければならな

いことと、引き続き検討をすべきこととあるというふうに思っております。 

 したがいまして、今すぐ何を行わなければならないかということでございますが、年金

は言ってみれば負担と給付、もうそれ以外のことはないわけでありまして、これでもう九

割方この中に入ってくるわけでございます。だから、いかに負担をし、いかにこれは給付

をするかという問題でございます。 

 我々は、高負担高福祉というのは、この少子高齢社会の中でそれはなかなか成り立ち得

ない。しかし、小負担小福祉というのも、しかし国民生活にとって不安が残る。したがっ

て、我々がこの少子高齢社会の中で生き抜いていきますときには、中負担中福祉の中でど

の程度にそれを位置付けるかということではないかというふうに思っている次第でござい

ます。 

 そうした大枠の中で、いろいろ御議論をいただきまして今回決定をしていただいたとい

うふうに思っておりますが、そうした中で、負担と給付、それも現在だけではなくて、二

十五年先、五十年先、そうした先も見定めながら、今までのように五年、五年で改正をす



るということではなくて、遠い先を、中長期的な展望の中に立ってそれを今決定をしてお

く。大体この線でいけるという案を国民の皆さんにお示しをする。どれだけ負担をしてい

ただいたらいいか、そして、そうしたらそれに対してどれだけの給付があるかということ

も国民の皆さん方に御理解をいただくということが、一番不安解消のために大事なことで

はないかと思っております。 

 

○辻泰弘君 坂口大臣が所得代替率五〇％以上というふうにお取り組みをされたことにつ

いては、私、個人的には敬意を表したいと思いますが、やはり今回のやつは、お話にある

意味でにじみ出たと思うんですが、改正とか改良という域であって、正と言うかどうかは

あれですけれども、改革という名には値しないと思うんですけれども、総理はどう思って

いらっしゃいますか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 野党の皆さんから、いつも、何やっても改革の名に値

しないと言われますが、今、坂口大臣が言われたように、給付と負担については、給付に

ついては五〇％程度、平均収入、そして、負担についても二〇％が上限だなという中で一

八・三％、将来を見越して大きな改革の一歩を踏み出したわけでありますし、もとより民

主党の案というもの、こういう制度全体にわたる問題、いろいろ提言されているのは承知

しております。こういう点については、更に今後大いに議論の対象になるものだと思って

おります。 

 

○辻泰弘君 そうすると、「改革と展望」や骨太の方針で、頻繁に制度改正を繰り返す必要

のない恒久的な改革を行うとおっしゃっていたわけですが、そのことは今回の対応でそれ

に応じたと、それにかなうものだと、このようにお考えですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） これは、どんな制度にいたしましても、負担と給付というのは

付いて回るわけでありまして、負担の場合にそれが保険料で行うか、さもなくばこれは税

で行うかという違いはございますけれども、負担であることには間違いがございません。 

 したがいまして、現在の制度の延長線上で、負担をどれだけにすればどれだけの給付が

できるかということをお示しをした。このことは、このことがやはり基本になって、ここ

から他のこと、具体的なことは始まるというふうに思っております。ここが決まらなけれ

ばほかのことがなかなか決まってこないということだろうというふうに思っておりまして、

大きな第一歩を踏み出したというふうに思っている次第でございます。 

 

○辻泰弘君 坂口大臣は、昨年の年末でしょうか、年金のタウンミーティングに行かれた

ときに、年金制度体系の結論は一年先にするんだと、このような発言をされておると思い

ます。 



 ということは、今おっしゃったことで、改革の第一歩を示したということで、改革はま

だこれから本体にあると。健康保険法も附則で改革が並んでいたわけですけれども、そう

いうことだと、これからが始まるんだと、こういうことですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 抜本改革というふうに言われますけれども、何をもって抜本と

言うかということになるわけでありまして、負担と給付のところを明確にするというのは、

根本を決めたところで根本改革だというふうに思っております。 

 したがいまして、これをどう、この上にどんな姿形の電車を走らせるかということはい

ろいろあるだろうというふうに思っております。しかし、いずれにいたしましても、この

路線を、未来に向かう路線をきちっと押さえるということが一番大事でございまして、こ

こが決まらずにほかのことは決まってこないというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 まず、今回の改革についてですね、私は改革という名に値しないと、このよ

うに思っていると申しました。 

 冒頭申しましたように、やはり皆年金であるかどうか、本当の意味での給付の段階での

皆年金であるかどうか、それからやはり制度間格差をなくすという意味での一元化はでき

ているかどうか、また不公正だと言われている徴収の面での対応はできているかどうか。

このことにかなっていれば、一つでもかなっていれば改革だと私は申し上げてもいいかも

しれないと思うんですが、しかしそのいずれにおいてもクリアしていないと私は思わざる

を得ないわけなんです。 

 まず一つ聞きますが、私ども民主党は最低保障年金を言っているわけですから、正に給

付段階での皆年金を言っているわけです。政府のサイドは二十五年を残すわけですから皆

年金にはならないわけですが、その点についての方針は今後とも変えないということでし

ょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） ちょっと御趣旨が十分に分からないんですけれども、我々がや

っておりますのも皆年金でございます。 

 ただ、いわゆる国民年金と厚生年金は一階建て、二階建ての違いがございますから、そ

この違いがあるという御指摘ならば、それはそのとおりでございますが、この一階部分の

ところは共通の年金としてこれは成り立っているわけでございます。したがって、その基

礎的なところもこれは確実なものにしていくということだというふうに思っている次第で

ございます。 

 

○辻泰弘君 すなわち、自助自律ということを貫徹するならば、二十五年間掛けていない

のは自分の責任だから給付段階で年金は渡さなくてもいいよと、こういう考え方に立つの

かどうかと、この部分なんです。それを貫徹するということなんですね。 



 

○国務大臣（坂口力君） 二十五年というふうに申しましたのは、それは一つは、段階的

に負担を上げさせていただくということを申し上げているわけでありまして、それに対し

てこの保険料も決まって給付額も決まっていくということを申し上げているわけでありま

して、我々の方も皆年金という姿勢の下にやっているということは間違いございません。 

 

○辻泰弘君 ちょっとすれ違いになっていると思うんですけれども、要は、加入期間が足

らなかったら給付で受けられないという方が残るということを容認すると、そういうこと

ですねということを言っているんです。 

 

○国務大臣（坂口力君） 健康保険、健康保険じゃなしに、これは社会保険でございます

から、掛金をしなければその人たちは受けられない。私は当然のことだというふうに思っ

ております。 

 

○辻泰弘君 それは一つの考え方ですから、それは政府がそういう方針に立たれるという

ことですが、民主党の場合は最低保障年金を出すということですから、それは給付の段階

でも皆年金になると、この違いが大きくあるということを御指摘申し上げたいと思います。 

 それからもう一つの点は、一元化についてでございます。 

 この一元化については、昭和五十九年二月に閣議決定がなされて、「昭和七十年を目途に

公的年金制度全体の一元化を完了させる。」と、このような閣議決定があったわけです。し

かし、その後、財政調整とかはやったりしていますけれども、根本的な意味での一元化に

はなっていないわけです。そういうことも今回の改正案では、共済のさっきの統合という

のが出ていましたけれども、しかし、本質的な、根本的な統合に向けた動きというふうに

は見えないわけです。 

 この点についてはどのように対処していかれるんでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 基本的なことを固めた上で、さて具体的なことをどうするかと

いう問題はあろうかというふうに思っております。 

 今おっしゃいましたように、その一元化というのは、これは、ある意味で基礎年金のと

ころはこれは一元化既にされているわけでありまして、二階部分のところが厚生年金と国

民年金あるいは共済年金によって違いがあるということでございましょう。それぞれの歴

史を持ってまいった制度でございますので、ここをどうしていくかということは今後の課

題でございますし、先ほどお話がありましたように、厚生年金と共済年金を、これは今後

一元化をしていくという方向で、どうしたら、どういう手順を踏んでいくかといったよう

なことをより具体的にこれから話合いをしていきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 



 

○辻泰弘君 この昭和五十九年の閣議決定は、その基礎年金を作る前段を成していたわけ

ですけれども、「昭和六十一年度以降においては、」「制度間調整を進める。」と、それを書

いた上で、「昭和七十年を目途に公的年金制度全体の一元化を完了させる。」と、このよう

になっているわけです。 

 ですから、これは制度全体の一元化であると、財政調整だとか財政の一本化とかそうい

うことじゃなくて、制度全体の一元化を意味していると、このように思うんですが、その

理解は違っているんでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） そこはいろいろの理解ができるように書かれているというふう

に私は思いますが、そういうふうに読めることも、読もうとすれば読めることも事実でご

ざいます。 

 それで、これからのお話でございますけれども、もし仮に民主党がおっしゃっているよ

うなすべて一本の年金制度ということになってまいりますと、いわゆる日本は非常に自営

業者の人が多うございますし、自営業者の皆さん方をどうするかといった問題、この年金

だけにとどまらず、その周辺の問題も同時に決着をしていかないといけないということが

あるというふうに思います。それらをどうするか、よく検討をしていかなければならない

課題であると思っております。 

 

○辻泰弘君 やはり、制度間格差をなくすというのは一つの大きな課題だと思います。そ

ういった意味で、やはり一元化というのを目指していくべきだと、このように申し上げた

いと思いますし、民主党が提唱しておりますのも、所得比例年金ということで制度の一元

化を図ると、こういうことを前提にした制度でございます。そのことについてまた議論を

深めていきたいと思います。 

 もう一つの点ですね、私が申し上げた公正な徴収ということについてでございます。 

 これは、昨日のその合意を拝見しましても、私はちょっと残念に思いました。といいま

すのは、国民年金保険料の徴収対策の強化と、このようになっているわけですが、その中

を見ると、多段階免除制の導入だとか免除基準の見直しだとか納付猶予制度の導入、これ

が先に来ておりまして、まあこのこと自体が悪いというわけじゃないんですが、これは徴

収対策の強化じゃないわけでございますね。まあ徴収できるようにするという意味はそう

ですけれども、対策の強化というにはちょっと私は違う、違うといいますか、ふさわしく

ないといいますか、それほどに徴収対策の強化という項目が実体、実効がないんじゃない

かと思ってしまうんですけれども、いかがでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 社会保障の場合のこの保険料の場合は、年金と同様に考えてい

いかということもあるだろうというふうに思っております。 



 で、徴収の仕方につきましては、まず国民の皆さん方にこの保険の在り方、年金の在り

方というものについて十分な理解を得るということがやはりまずなければならないんだろ

う。その理解を得るということと併せてやはり徴収をお願いする。年金というのは、御自

身だけのためにしていただいている預金とは違うんだという、国民全体の相互のこれは支

え合いなんだということを御理解をいただいて、そして年金にこれはお入りをいただくと

いうことでなければならない。そこには少し時間が掛かりますけれども、時間を掛けて全

員参加をしていただくようにしていきたい。中には、強制的な問題もその中に含めていき

たいと考えております。 

 

○辻泰弘君 かねてよりは、かねてよりこの対応として、パスポートを支給のときだとか

運転免許支給のときにそのことについてのチェックをしたらどうかという議論あるわけで

すが、そのことの議論もいろいろありますが、そういうようなものでもあれば今までとは

違う取組になったというふうに言えると思うんですが、従来の延長線のように思われてな

らないというか、実際そうだと思うんですが、例えばそんなパスポートだとか運転免許証

とか、そういう議論はされたんでしょうか。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 与党の協議会で私も伺っておりましたけれども、まあ運転

免許、私どもは、年金にとっては非常にまあそれは有り難いことでありますが、運転免許

ということは移動の自由ということでありますので、年金の保険料の納付と移動の自由を

奪うこと、そのバランスがどうかという御議論がございまして、与党協議会の中でも今先

生がおっしゃったような御議論がありましたけれども、トータルとして今の段階でそうい

うことはなかなか取りにくいんではないかという御議論でございました。 

 

○辻泰弘君 この年金制度の信頼性確保ということからすると、この公正な負担の徴収と

いうことが非常に大事なポイントになるわけですが、この点について非常に今回の案は微

温的というふうに言わざるを得ないと思っております。 

 私ども民主党は、所得比例年金を創設するということで、下に最低保障の国民基礎年金

を据えるわけですけれども、そういう中で制度を一本化し、また徴収も、納税者番号制を

入れたらどうか、また保険料あるいは税、そういった公租公課の一元化、徴収の一元化と、

こういうことを考えたらどうかと、このようなことを申し上げているわけでございます。 

 そういった意味で、公正な徴収にしっかりと取り組んでいただきたいと思うんですが、

一つ、もう一点お聞きしたいんですが、この徴収に関してですけれども、先般、市町村で

徴収していた保険料を社保庁、社会保険庁に移管したということがございました。結局そ

れが大きなきっかけになったんじゃないかというふうにも思うんですけれども、その過程

においてしっかりと社保庁が取れるように御検討されたんでしょうか。 

   〔委員長退席、理事尾辻秀久君着席〕 



 

○国務大臣（坂口力君） 確かにそこが一因になっているというふうに私も思っているわ

けでございます。 

 これまで市町村できめ細かくおやりをいただいていた。それが、国が担当するようにな

りまして、国が一律に少ない人数でそれをやるというのにはかなり難しい面があったとい

うふうに思っております。じゃ、それを今後、今後と申しますか、したがいまして、初め

からそれを、そこを気を付けて、そしてできる限り市町村がおやりをいただいたと同じよ

うな状況でいこうということでやってきたわけでございますけれども、そこまで及ばなか

ったということだろうというふうに思っております。 

 ですから、今後は市町村で今までおやりをいただいていたのと同じような方法をできる

だけ取りまして、そしてきめ細かく徴収をしていきたいというふうに考えているところで

ございます。 

 

○辻泰弘君 市町村から社会保険庁に移管することによって徴収が不十分になるといいま

すか、滞るといいますか、不完全になるという、このことは当初から予定、予想されたと

思うんですが、予想はされていたんですね。 

 

○国務大臣（坂口力君） 落ちることを予想まではしていなかったですけれども、しかし

その危険性があってはならないというので、最初からそのことには十分注意をして、各都

道府県の担当者にも言っていたところでございますが、いずれにいたしましても、市町村

がおやりになりますのとは、人数的にも携わる者の人数が少ないというようなこともござ

いまして、なかなか思ったようにいかなかった、計画どおりにいかなかったということは

事実でございます。 

 

○辻泰弘君 そういたしますと、人数の減少の部分のカバーが今回の対応でできると、こ

ういうふうに理解されるわけですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 職員をそんなに増やすというわけにはまいりません。しかし、

そこは地域の皆さん方に嘱託等でお願いをするといったようなことも含めてこれからやっ

ていかないといけないというふうに思っておる次第でございます。 

 

○辻泰弘君 これは国保の議論にもつながってくると思うんですね、保険料の徴収ですか

ら、今は都道府県単位にしていこうと、こういうふうな流れを持っていらっしゃるわけで

すけれども、その徴収をどうするかということになるわけですね。 

 これは、前、厚生労働委員会だったかで大臣に聞いたと思いますけれども、やはりその

部分つながってくるわけで、やはりしっかりと見詰めにゃいかぬと思うんですけれども、



国保の場合もどうされますか、坂口大臣。 

 

○国務大臣（坂口力君） 国保の統合等につきましては、これは市町村合併とも絡んでく

る話でございまして、国保の方の統合一元化に向けて現在進めているところでございます。 

 国保の方は、これは都道府県単位でできるだけお願いをしたいということで現在進めて

いるところでございますが、いわゆる年金とまた国保とは若干違いますので、健康保険の

方は一元化に向けて今進んでいるところでございます。 

 

○辻泰弘君 済みません。 

 徴収がやはり、徴収をやはり市町村に頼らなけりゃいけないという予想がありませんか。 

 

○国務大臣（坂口力君） これは一つの改革でこういう枠組みができたわけでありますか

ら、また元に戻して市町村にお願いをするというわけにもなかなかいかないんだろうとい

うふうに思っております。したがいまして、市町村がおやりをいただいたのと同じような

状況に、あるいはそれ以上の状況をどう作り出していくかということが大事でございまし

て、少しきめ細かくここを積み上げていきたいというふうに今具体的に思っているところ

でございます。 

 

○辻泰弘君 ここで私、民主党の改革案についても言及いたしましたけれども、民主党の

年金制度改革について、必ずしも具体化まで行っていない部分もありますが、現時点でど

のように評価していただいているかお話ししていただけますか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 民主党がお示しになりましたのはいわゆるスウェーデン方式で

はないかというふうに思っております。スウェーデンで行われてまいりましたものを下敷

きにお考えをいただいているだろうというふうに思います。 

 具体的なことが示されておりませんので、民主党の案としてなかなか御評価申し上げる

こと、難しいわけでございますが、いわゆるスウェーデン方式という形で見ました場合に、

これは個人単位の年金になっております。民主党の場合にもこの個人単位になるのかどう

かということ、ちょっと分かりません。個人単位であるということになりますと、自営業

の皆さん方もそこにお入りをいただかなければならぬ。 

 先日お示しをいただいた図柄からいきますと、少し所得の高いところはもう基礎年金の

ところも全部自己負担ということになってくるということでございますので、そういたし

ますと、自営業者の皆さん方は企業から半分というわけにいきませんから、全額自分で負

担をしなければならない。そうしたところ、根っこのところから全額負担をする。でも、

個人年金でございますから、御夫婦でありますとその倍額出さなきゃならないということ

で、かなり負担が重くなってくる。そうしたことが耐え得るかどうか、中小企業にとりま



して、といった問題もございますので、そうしたことをどうするかということもお示しを

いただければ大変有り難いというふうに思っているところでございます。 

 

○辻泰弘君 おっしゃった部分で妥当している部分もあると思います。個人単位であるこ

とは間違いないですけれども、それでこれから私どもも対案を作っていくということにな

るわけですし、そうしていかなければならないと思っていますが、その過程でやはり一つ

現実的なネックになるのが将来の財政の推計ということになるわけです。何らかの形で、

制度の具体化といいますか制度設計作りに、その面で御協力をいただけないかと、このこ

となんです。 

 要は、将来こういうプランを作ったらどういうふうに財政が掛かるかとか、こういう形

でやれば制度設計がよりスムーズにいくとか、そういうことについての御協力がいただけ

るかどうか、そのことについてお伺いしたいと思います。 

 

○国務大臣（坂口力君） 今までもできるだけ御協力は申し上げてきたつもりでございま

すが、これから先も御指摘をいただきましたら、できる限り御協力を申し上げたいという

ふうに思います。 

 ただ、全く違う制度の場合に、それに対する基礎データが私の方もないわけでございま

すので、例えばスウェーデン方式にしたときにそれはどうなるかというふうに急に言われ

ますと、なかなかそれに対するデータは出ないということがございますから、その辺のと

ころはひとつ御理解をいただきたいというふうに思います。 

   〔理事尾辻秀久君退席、委員長着席〕 

 

○辻泰弘君 是非、建設的な提言については御協力をいただくように御要請を申し上げた

いと思います。 

 それで、さっきのことにもつながるんですけれども、若干個別の問題について、年金に

絡んでですけれども、お聞きしておきたいと思います。 

 まず、皆年金という意味合いに絡むんですけれども、いわゆる無年金のこと、そしてと

りわけ無年金障害者についてですね。坂口さんは非常に思いを込めてお取り組みいただい

て、熱い思いを披瀝していただいたこともございましたけれども、二〇〇二年七月に私案

を出されて、それ以降今日に至っていて、昨日の中にちょっと出ているわけですが、それ

についてどのような、どう具体的に反映されたのか、教えていただきたいと思います。 

 

○国務大臣（坂口力君） まだ具体的なところまでは至っておりません。速やかに結論を

得るということで合意をいただいたというふうにお聞きをいたしております。 

 この問題は、いわゆる年金に入らない人の問題と私は双方見直していく必要がある。一

方において年金に入らない人をそのままにしておいて、そして一方において入らなかった



人が障害者になられた問題をどうするということはなかなか難しい問題でございまして、

同時進行、これ進めていかなきゃならない問題だというふうに思っております。 

 私のこれは若干私見を言わせていただければ、同じ無年金障害者の中でも、国の制度と

して保険を納めることができなかった人、あるいはまた納めても納めなくてもよかった人

の問題と、それから、完全に納めなきゃならなかったんだけれども、しかしそういう納め

なきゃならないという制度の中であるにもかかわらず納めなかった人、若干ニュアンスの

違いがあるというふうに思っているところでございます。 

 そうした問題を総合的にこれはどう解決をしていくかということを考えていきたいとい

うふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 かつて大臣は、私が私案を出しても役所の方がたらい回しにするんだと、こ

のことについてはおっしゃっておられましたけれども、いまだにたらい回しになっている

のかなと、このように思うわけですけれども、このことについては、かねてより熱い思い

を込めてやっていただいておるので、しっかりと今後とも取り組んでいただきたいと思っ

ております。 

 それで、もう一つ、一元化ということに関連してお聞きしておきたいと思います。それ

は、厚生労働省における共済組合の問題でございます。 

 これは、かつて私は厚生労働委員会で質問したことがございますが、現在、厚生労働省

には、一元化を目指すという、厚生労働省だと思いますけれども、この労働省には共済が

幾つかあるわけですが、その現状について御説明をいただけますでしょうか。 

 

○政府参考人（鈴木直和君） 厚生労働省の共済組合でございますが、医療保険につきま

して現在三つの共済組合がございます。 

 厚生労働省の共済組合、それから国立病院・療養所等の職員を対象にした厚生労働省第

二共済組合、それから地方社会保険事務局及び社会保険事務所の職員を対象とした社会保

険職員共済組合の三つでございます。 

 

○辻泰弘君 今の医療とおっしゃった、短期給付だけだという意味ですか。 

 

○政府参考人（鈴木直和君） そうでございます。 

 

○辻泰弘君 長期は、そうすると、国共済に直接入っているということなんですか。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 私の直接の所管ではございませんが、国家公務員共済の場

合には、医療保険は各省ごとに分かれておりますけれども、年金給付については完全に統

合されていまして、そういう意味では一元化されております。 



 

○辻泰弘君 そういう意味では年金のことではないかもしれませんけれども、いずれにい

たしましても、共済の、まあ共済といういろいろな保険制度の一元化を図っていこうと、

こういう取組をされている政府の基本路線があるわけです。 

 私はこの前の委員会の質問でもお聞きしましたけれども、そのときに大臣は、だれにも

相談しておりませんけれども、自分のところの足下に三つありますでは済まぬと率直に思

うと、だれにも相談していませんけれども統合化を進めていきたいと、このようにおっし

ゃっておられます。このことについてどう取り組んでこられているか、お願いします。 

 

○国務大臣（坂口力君） そのときと気持ちは変わっておりません。これは、国保だけで

はなくて、医療保険の統合一元化を目指すというふうに言いながら、言っております厚生

労働省が三つありますと言うておったのでは話になりませんから、反対があるかもしれま

せんけれども、一元化目指してこれはやりたいというふうに決意をいたしております。 

 

○辻泰弘君 決意は前もおっしゃっていただいているんですけれども、それが具体的にな

るかどうかということなんですね。その辺について前も、官房長、来ていらっしゃいます

か、そのことについて、大臣の意を受けて進めるという方針で取り組んでいただきたいと

思いますが、いかがですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） これはなかなか、お役人に相談しましてもなかなか進まない話

でございますから、私の方で引き取りまして進めさせていただきます。 

 

○辻泰弘君 総理大臣、恐れず、ひるまず、とらわれずという総理の御姿勢でございます

けれども、今の三つの共済が厚生労働省にあるというわけですね。これはやっぱり、それ

はいろいろ経緯はあると思いますし、私どもいろいろお聞きすることもございますけれど

も、しかし、やはり筋からいっておかしいと思うんです。いかがお考えでしょうか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） この問題は長年の課題でありまして、坂口大臣の意欲

を買いたいと思います。 

 

○辻泰弘君 それではもう一つ、もうちょっと年金のことでお聞きしておきたいと思いま

す。 

 竹下大臣にお伺いしたいんですけれども、竹下大臣が、失礼しました、竹中経済財政担

当大臣、ちょっと昔に戻ってしまいまして、失礼いたしました。 

 竹中経済財政政策担当大臣が経済演説をなさっている、あるいはこの間の経済財政諮問

会議での課題の中にも入っているんですけれども、その中に、「国民の安心と生活の安定を



支える社会保障制度の確立」、こういうことをおっしゃっている。「国民の安心と生活の安

定を支える社会保障制度の確立」、これは結構です。その次に、「家計、企業、財政が負担

に耐えられる水準に社会保障負担を抑制することが重要」だと、こういうふうに書いてお

られるんです。一つの考えとしてはあり得ることだと思っていますけれども、ただ私は、

経済財政政策担当大臣とすれば、やはり国民の安心と生活の安定を支えると、このことを

言いながら負担を抑制するということを言っておられると。このことは私はバランスを欠

いているんじゃないかと思うわけなんです。 

 すなわち、財務省サイドが財政を考えられて負担を抑制ということは、おっしゃるのは

それは分かるし、また厚生労働省サイドが給付の方を考えるのは分かるんですが、経済財

政政策担当大臣としては、国民の安心と生活の安定を支えるという見地からは、やはり給

付のことも考え、またその後に負担の抑制と、現実におっしゃっているこの部分を考える

と、この両方があってしかるべきだと思うんですけれども、私は負担の部分にウエートが

傾き過ぎているんじゃないかと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 今委員お読みくださいましたように、私は常にその両方が重

要だということを申し上げているつもりでございます。 

 これは、国民の安心を確保する、そしてそれによって家計の消費がしっかりと伸びるよ

うにする、これは経済担当大臣としては重要なポイントだと思います。同時に、負担が大

き過ぎて企業活力を損ねてはならない、正にそのバランスを取るということが重要であり

まして、そういう観点から経済財政諮問会議でも様々な観点から皆さんに御議論をいただ

きましたし、私自身そのようなバランスを取ることが重要だと。現実に、約一八％の負担

で約その代替率が五〇％というのは、正にそういうバランスを取って給付と負担をしっか

りと確定したという結果になっていると思います。 

 

○辻泰弘君 その給付と負担のバランスが必要だとおっしゃったし、それはそうなんです

が、しかし、ここの経済演説の文章はそうなっていないと私は思います。「第三は、国民の

安心と生活の安定を支える社会保障制度の確立です。」と、このようにおっしゃった後で、

その少子高齢化が進んだ場合でも「社会保障負担を抑制することが重要」だと書いてある

んであって、給付のことは何にもおっしゃっていないんです。 

 ですから、そういう意味では文章的に私論理矛盾もあるかと思っているぐらいですけれ

ども、その部分は、だから私は、抑制することも重要であるというのは、それも一つの、

ありますけれども、しかし、ここには本来、いや給付のことも考えているということを書

いてあるべきだったと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 正に国民の安心を支えるということは、しっかりとした給付

を確保していくということを意味しているわけであります。 



 

○辻泰弘君 この社会保障制度確立ですと、「このためには、」と書いてあるんですね。こ

だわるわけじゃありません、精神、思いはそうであるというのならそれでいいという、そ

れまでですが、しかし大事な国会における経済演説ですから、私はこれは負担の側面に傾

いた演説になっていると思います。 

 ですから、今後は、もちろん大臣がそうお考えであれば、それは私がどうこう言えるわ

けではないんですけれども、しかし経済財政諮問会議の、経済財政担当大臣としては、私

は、負担と給付、やはり両方見詰めて、単に負担だけの議論にとどまらないということは

私はあってしかるべきだと思うんですが、その点についてお考えをお聞かせください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 私は、委員がおっしゃっていることに別に違和感はございま

せん。 

 ただ、御承知のように、このままでいくと大変負担が大きくなるということを皆さん懸

念があるものですから、そうした観点からの問題意識は常に持っていなければいけないと

いうふうに思っています。 

 

○辻泰弘君 竹中大臣は、年金のことでこの間、一月にテレビでおっしゃっていました。

学者のときに考えていた制度は、考え方変わったとおっしゃったと思います。それは何に

ついてでしょう。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 変わったというより、私はそのとき次のような説明をさせて

いただいたと思います。 

 今の制度では二つのリスクを負っています。一つは市場が変動するリスクであります。

これは金利変動等々あって、ちゃんと給付が受けられるかどうかと。もう一つは人口変動

のリスクであります。これは支える側が少なくなってくる少子高齢化を表している。これ

を解消する理論的な方法は存在いたします。これは純粋な積立方式にすることであります。

そういう議論を私は学者のときにしておりました。 

 しかしこれは、現実に純粋な積立方式にすることは、これは現実にはできないわけであ

ります。それは既に、今既に賦課の制度が存在しているから。もし白地のキャンバスに自

由に絵がかけるんであったら、私は今でも純粋な積立方式というのは良いと思っておりま

す。しかし、現実にはそういう問題がある、既に負担をしないで給付を受けていった世代

もある、そういうことを考えて現実の制度設計をしなければいけない。そのような趣旨の

発言をしたというふうに記憶しております。 

 

○辻泰弘君 私は、大臣、金融経済委員会でこの点も聞きまして、御著書の中に積立金方

式がいいということをおっしゃっていたものだから、それと経済財政諮問会議が考えてい



るのと違うじゃないかということを御指摘しましたら、いや、今の答弁とは違うんですね、

そのときは、それはそれなりに正しいんだとおっしゃった。今は変えたとおっしゃったん

ですね。だから、基本的に変わったということでいいんですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 申し上げましたように、白地のキャンバスに自由に制度設計

ができるということであるならば、これは積立方式が好ましいというふうに今でも思って

おります。しかし、現実にはそれはできないという、その現実があるということを申し上

げたいわけであります。 

 

○辻泰弘君 そうすると、失礼ながら、学者のときにはそういう現実的なことが考えられ

なかったということになるわけですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） それは、今の問題の本質がどこにあるかということを説明す

るくだりで、今の問題というのはそういった意味では人口変動のリスクが大きくなってき

ているんだと、だから、この問題を根本解決しなければいけない。この点は大変重要であ

りまして、坂口大臣、正におっしゃったように、だからこそ、この人口変動を踏まえて給

付と負担の関係を明確に責任ある体制にすることこそが抜本改革になるわけであります。 

 

○辻泰弘君 人口変動のリスクというのは別に学者のときでも多分あったと思うんで、こ

れ以上聞きませんけれども、ちょっといまいちよく分からないところもございます。 

 さて、実は、昨日でしたか、坂口大臣が、二月三日ですか、おとといですか、おっしゃ

ったことがございました。東京で年金のシンポジウムでしたか、開いたときに、ある方が

おっしゃったら、それに対して万雷の拍手が起こったということがございました。それは

何かといったら、議員の年金を直せと。これは総理がおっしゃった国会議員互助年金のこ

とになるというふうに思うわけです。 

 そこで、国会議員互助年金の現状と今後の対応というか、そういうことについてちょっ

と御所見を伺っておきたいと思うんです。まず、国会議員互助年金の現状について御説明

をいただけますでしょうか。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） これは、本来は国会でおやりになる話で、私ども総務省はこ

れ単にお預かりしているみたいな話なんで、この議員の詰めをされるというのは、もう昔

からの経緯がありますので、これは参議院でおやりになる、衆議院で、私は国会でやられ

るということにされぬと本来としてはおかしいんだという具合に思っておりますが、従来

の年金と少しこれは、全然種類が違う話じゃないんで、国会で詰められないといかぬのじ

ゃないか、役所でどうのこうのやれるという話ではないんではないかと思っております。 

 



○辻泰弘君 いえいえ、そうじゃありません。総務省の恩給局で所管しているわけですか

ら、現状については当然お答えできるはずです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 所管をしておる、お預かりをしておるということでありまし

て、ここの場でこれをどうのこうのするという議論の対象を役人がするということになる

のはいかがなものかという感じが率直なところです。 

 

○辻泰弘君 役人がと。私はもう大臣にお聞きしているわけですけれども。 

 しかし、私は、改革の方を、どこに改革を見付けていくのかということを言っているん

じゃなくて、現状がどうなっているかですから、そのことを聞いているわけですから。 

 私は総理に聞いていませんよ、大臣に聞いていませんよ。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 事務局に聞きたいと言って、こちらに聞きたいと言っており

ますので。 

 よくこれは御存じと思いますので、平成十六年度の予算案で国会議員の互助年金、いわ

ゆる普通退職年金の平均支給額、年額四百二十二万七千円、国庫負担の割合は七二・七％

となっておりまして、議員が国庫に納付する毎月の納付金は十万三千円ということになっ

ていると思いますが。 

 

○辻泰弘君 これは議員立法によってなっているわけですけれども、その議員立法の内容、

中身、経緯、御説明ください。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 国会互助年金の現状ということなんだと思いますが、普通退

職年金ということで、支給人員五百三十七人、平均支給額、年額四百二十二万七千円。遺

族扶助年金ということで、在職中の死亡又は普通退職年金受給者の死亡により権利が発生

する支給人員は四百九人、年金平均支給額、年額二百二万七千円と。退職一時金、三年以

上十年未満の在職により権利発生、支給人員四十三人、平均支給額六百万二千円というの

が内容だと思いますが。 

 

○辻泰弘君 私は法律的背景を言っているんです。どういう法律に基づいてなっているか

と、このことなんです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 議員立法の趣旨、議員には、議員に、その当時、昭和三十三

年、あなたお生まれになる前、後かこれは、昭和三十三年、互助年金法の裁定というのが

第二十一条で、互助年金及び互助一時金を受ける権利を恩給法第十二条に規定する局長が

裁定するということが先ほどのあれになったというのが経緯なんだと思いますが。 



 それで、総務省設置法が平成十一年の法律でできたんですが、国会議員互助年金制度に

関する企画及び立案事務というものに関しては、これは総務省が所掌しているわけではな

いというのはもう御存じのとおりなんだと思いますが、そういうような形で、議員は別に

定めることにより、退職金を受ける等々の国会法、国会議員互助年金法によって、この第

一条の中に、互助の精神にのっとり、国会議員の退職により受ける年金に関しては、国会

法第三十六条の規定に基づき定めるものとしているということなんだと理解しております。 

 

○辻泰弘君 今おっしゃった部分をお聞きしたかったわけです。すなわち、国会議員互助

年金は、「議員は、別に定めるところにより、退職金を受けることができる。」という国会

法第三十六条の規定に基づくわけですが、それを受けて国会議員互助年金法が、互助の精

神にのっとり、国会議員の退職により受ける年金等に関して定めると、このように規定し

ているわけです。すなわち、国会法三十六条は、「退職金を受けることができる。」と、こ

のことから出発したのにかかわらず、互助年金法では、退職により受ける年金等に関して

定めるということで、退職金から年金にそこがすり替わったということになっているわけ

なんですね。退職年金ということの考え方はあるかもしれませんが、元々は退職金であっ

たと、このことから出発しているわけです。その後、変化して今日に至っているわけです

が、いずれにいたしましても、給付のこと、負担のことを他の年金制度と比較して非常に

アンバランスということになるわけです。 

 そこで、税の面でどうかということを聞きたいんです。国会議員互助年金は税制上どの

ように扱われているかです。これは昨日言っております。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 税についての御質問をいただいていなかったのでここに資料

がないんですが、国会互助年金法というのは、昭和三十三年、先ほど言われましたが、出

て、このときに、今言われたように、いわゆる「議員は、別に定めるところにより、退職

金を受けることができる。」となった昭和二十二年、その後に、「この法律は、」と言って新

たに国会議員の互助年金法というのが昭和三十三年にできておりますが、この法律は、同

様に、第一条、この法律は、互助の精神にのっとり、国会議員の退職により受ける年金等

に関して、国会法三十六条の規定に基づき定めるものとするということになっておりまし

て、税につきまして詳しい資料を持っておりませんので、後日御提出申し上げます。 

 

○辻泰弘君 税制上のことは私、昨日通告のとき言っているんです。どこの役所が受け止

めたかというのは分かりませんけれどもね。それは対応ができていないということですか。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 質問の内容の仕方が悪かったのか聞き方の方が悪かったのか

は分かりませんが、ただいまその資料がないということだけは確かですので、後日お届け

申し上げます。 



 

○国務大臣（谷垣禎一君） 国税については私の所管でございますが、昨日そのような通

告を私ども受け止めておりませんので、調べましてまた資料を出させていただきたいと思

います。 

 

○辻泰弘君 その辺については言いたいところもございますけれども、しかし、いずれに

いたしましても、国会議員互助年金は十万三千円が月額、保険料に相当、納付金といいま

すけれども、これが社会保険料控除になっている、そして給付の段階では公的年金等控除

の対象になっていると、こういうことになっているわけなんです。ですから、税制上は年

金と同等になっているというふうに位置付けられるわけですね。 

 だから、そういういわゆる年金と同等に扱われている国会議員互助年金であるにもかか

わらず、不公平じゃないかということがあると、こういうことになるわけですね。一般の

年金であれば、厚生年金であれば掛金は四万二千円が上限になっている、それなのに国会

議員互助年金は十万三千円まで出せると。それから、国庫の負担割合が、一般は三分の一

ですから三三％、国会の方は七〇％の国庫負担になっていると。あるいは、給付の、十年

やったら出る、片一方は、厚生年金は二十五年で、出ないと、二十五年やらなきゃ駄目だ

と、こういう不公正があるわけですね。 

 いわゆるこれは年金の議論に大きくかかわってくるわけです。坂口大臣自身が、国民か

らシンポジウムやったらそのことについて拍手が出たとおっしゃっていたわけです。だか

ら、そういったことについてしっかり取り組んで、国民から理解を得られるものにしてい

くということがやはり年金制度を改革していくために一つの大きなことじゃないですか。

やっぱり政治のテーマだと思いますよ。 

 大臣、坂口大臣、どのように思われますか。 

 

○委員長（片山虎之助君） 駄目、指名しないのに勝手に出るのは。指名してから出なさ

いよ。坂口厚生労働大臣。駄目です、総務大臣。 

 

○国務大臣（坂口力君） タウンミーティングの話を昨日申し上げたわけでありますが、

国民の間にいろいろの誤解もあるし、そして自分たちの年金とは違うというところも確か

にあるんだと思います。そうしたことは踏まえて、ひとつ議員の方でこれは御相談をいた

だいて、そしてどうするかということをお決めいただくということにしていただきたいと

いうふうに思っております。 

 いずれにいたしましても、少ない人数での年金というのは、それは一般の年金と、同じ

年金といいましても、それは中身がなかなか同じようにはいかないということだろうとい

うふうに思います。 

 



○辻泰弘君 今は政府のお立場ですけれども、それぞれ与党の代表のお立場でもあるわけ

ですから、国会といいますか、議員の代表という意味合いも込めて、与党サイドでその年

金制度の改革に当たって、そのことについてやっていこうということが、色合いが出てい

ればそれは対応していることになるんですけれども、そういうのは全く見えてこないわけ

ですね。 

 総理、総理にお伺いしたいと思いますけれども、この国会互助年金の在り方、国民には

非常にやはり漠たるものでしょう。具体的には分かってないところもあると思います。し

かし、やはり不公平のそしり、不公正のそしりを免れないと思うんですけれども、総理は

どうお考えですか。 

 

○内閣総理大臣（小泉純一郎君） 私も、この改革の点は多々あると思います。私も一時、

これ改革した方がいいなという議論をしたことがあるんです。そうすると、野党の皆さん

に反対が随分強いと、こういう意見が与党の中でありまして、いい機運が出てまいりまし

たので、是非とも与野党、改革していただきたいと思います。 

 

○辻泰弘君 与野党ともにそういうことについてしっかり取り組んでいくということが大

事だと思っておりますので、その点については、何かかなり自民党の方が反対が多いよう

な気がしますけれども、総理のお言葉を信じていきたいと思います。 

 それでは次の問題に移らせて、次の年金に関してですね、どうぞ。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 先ほどの税のことでございますが、互助年金、給付について

は公的年金等の控除であると。それから、掛金については社会保険料控除であって、一般

の年金と同様の扱いであると。委員の御指摘のとおりでございます。 

 

○辻泰弘君 もう一つ、年金について聞いておきたいと思うんです。やっぱり大事なこと

だと思うんです。年金の理解を求める、国民の理解を求めるということなんです。 

 私も、年金の改革について、年末から一月についていろんなところで話をさせていただ

いたことがございました。その中で、まず現状を語る、そして政府案を語る、そして民主

党案を語ると、こういうことでお話をしたわけですが、それはやはり現実の今の制度はど

うなっているかと。こういうことをそれなりにお話しします過程で、やっぱりその今の公

的年金というものがやっぱり大事だと。いろいろ不公正な部分、不公平な部分、不満も多

いけれども、しかしやはりみんなで支える年金というのは大事じゃないかと。 

 そして、現実に若いときから強制で保険料を掛けるということがあるわけですし、いざ

となったときに障害年金も出る、遺族年金も出ると、こういう公的年金制度。昔だったら

仕送りをし、あるいは家庭内で扶養せにゃいかぬのを、社会的にそういう仕組みを作って

いるんだと。そういう意味では、公的年金制度はやっぱり重要だと。いろいろ問題があっ



てもやっぱりその部分は大事にせにゃいかぬということを私なりに言ってやると、それを

非常に理解していただける、また話してくれと、こういうことなんです。すなわち、年金

についての理解が国民に十分及んでいないという部分を非常に痛感するわけなんです。 

 ですから、そういう意味で、国民に対しての年金制度の今の状況について広報もそうな

んですが、一つ、実は骨太の方針の第一弾のときに、平成十三年六月のときには、若年世

代の年金制度に対する理解を深めるため学校教育などにおける取組を強化していくと、こ

ういうのが実は骨太の方針、一弾に出ていたんです。ただ、第二弾、第三弾、ないんです

ね。 

 私は、やっぱり年金についての国民的理解を深めるということは大事だと思うんですけ

れども、そのことについてどう取り組んでいかれるでしょうか。 

 

○政府参考人（吉武民樹君） 厚生労働省と文部科学省でも協議の場を作らせていただい

ております。それから、現実になかなか、授業そのものというのはなかなか難しい状況で

ございますが、例えば学校の先生で社会科のＯＢの方、あるいは私どもの社会保険の実務

をやったＯＢが学校に伺って生徒、中学校とか高校の生徒の方にお話しするということは

やっておりまして、私どもとしてはできるだけこれを広げて、若いころから年金の意味を

理解していただくというのは非常に大事だろうというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 そういった年金についての理解を深める取組も是非していただきたいと思い

ます。また、年金の議論はこれからまた各委員会でもなされると思いますので、その場に

も臨ませていただきたいと思っております。 

 次に、財政、税制のことでちょっとお聞きしておきたいと思います。 

 まず、プライマリーバランスについてなんですけれども、この竹中経済財政政策担当大

臣の経済演説あるいは「改革と展望」、その参考資料たる試算と、こういうものを拝見しま

すと、二〇一〇年代初頭の基礎的財政収支の黒字が可能となると、こういうふうな絵が描

かれているわけなんですが、片や財務省が出す一昔前の財政の中期展望、今の歳出歳入へ

の影響試算ですね、これを拝見しますと、本当に将来明るい展望を開けるのかなというこ

とを非常に疑問に思ってしまうわけなんです。経済前提が違うのかもしれませんけれども、

やはりよく分からない。率直に言いまして、プライマリーバランス、この竹中さんの方は

マクロ経済のレベルからとらえていらっしゃるんじゃないかと、いわゆるＳＮＡベースで

しょうか。財務省の方は一般会計でとらえている。しかし、そもそも一般会計の議論から

出発したんだと思うんです。 

 ですから、そういう意味で、やっぱり一般会計についてのプライマリーバランスといい

ますか、そのことを示すべきだと思うんですけれども、どうでしょうか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 今、内閣府、これは竹中大臣に御説明いただいた方がいいと



思うんですが、財務省の試算は、特定の政策判断を加えることなく十六年度当初予算の制

度や施策を継続していった場合に、後年度予算の影響を積み上げて計算したものでござい

ます。 

 それから、内閣府の試算は、先ほどおっしゃったように一つのモデルで、マクロ経済の

姿や国の、地方、財政の姿を示したものですから、これは両々相まっていろんな御議論に

使っていただければよいと思っております。 

 財務省としては、昔からやっております手法に従ってこういうことをやって、プライマ

リーバランスについてもそういう手法でひとつ考えていると、こういうことであります。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 内閣府の試算と財務省の数字の違いについては、今財務大臣

の答弁のとおりでございます。 

 これは一般会計で見るべきか、ＳＮＡベースで、マクロ経済で見るべきか。これは多分

両方に意味があるんだと思いますが、基本的には財政の持続可能性というのはやはり財政

全体で見なければいけない、地方財政も含めて見なければいけない、私はそのように思っ

ております。 

 なぜならば、例えばでありますけれども、国から地方への交付金等々が増えた場合、そ

れは単純な数字の問題でございますけれども、国の赤字は増える、その分、しかし、ある

一定増やしたら地方の赤字は減る、ないしは黒字は増える。そういう、ある意味で部分的

ではありますけれども、ゼロサムの関係にありますので、やはり双方を併せて見るという

ことも同時に必要であるというふうに思います。 

 

○辻泰弘君 この財政健全化のしょっぱなは、やはり国の一般会計についてやはり健全化

していこうと、ここにあったと思うんですね。このプライマリーバランスを出されて、今

試算も出されているわけです。それはそれでいいと思っていますが、しかし、要は一般会

計におけるプライマリーバランスが改善する姿が見えないわけなんですね。 

 すなわち、大臣、竹中さんおっしゃっているようにＳＮＡベースで示しておりますから、

国、地方、社会保障基金でしょうか、その部分、特別会計も入ってですね、その部分での

トータルとして示されているわけですね。ですから、私は一般会計で示すべきではないか

と思うんですけれども、いかがでしょう。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これは国と地方であります。社会保障基金は入っておりませ

ん。 

 その上で申し上げますけれども、これは国と地方の制度ですね、どのように今後なって

いくかによって、これは微妙に変わってまいります。これはすべてとは言いませんけれど

も、先ほど言いましたように、例えばこちらを増やせばこちらが減るという関係が国の財

政と地方の財政の間には明らかにございます。そうした意味では、やはり国と地方を見る



と。その間に、国と地方のそれぞれの財政の制度をどのようにしていくかというその問題

についても責任と権限、分担等々についてはっきりと議論をしていく、そういうやはり姿

勢が必要だと思います。 

 

○辻泰弘君 今示していらっしゃる、国の中に特別会計が入っているわけですね。それで、

私が申し上げたのは、一般会計の姿というのは出していらっしゃるわけです。ですから、

私はこの一般会計の姿を当てはめた基礎的財政収支はどうなるのかというのもここに出す

べきだと思うんですけれども、いかがでしょう。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これは、特別会計はその内部のやりくりという面もあります

から、要は一般会計というよりは国全体で見ればどうなのかと、国と地方を合わせればど

うなのかと、そういう数字は必要だと思います。実際、その数字は出しております。 

 

○辻泰弘君 もちろん国全体の財政収支改善というのは大事なんですけれども、まずやっ

ぱり国のこともどう、国がまずどうなのかという部分が私は第一義的にあると思うんです

ね。 

 そのときに、国の財政を考える、プライマリーバランスはいいんだと。でも、ただ、そ

れは国、地方、社会保障基金のＳＮＡベースでとらえているんだと言ったら、何か訳が分

からなくなっちゃうんですね。 

 ですから、一般会計で見るという中で、実際、現に一般会計の姿というのは二〇〇八年

度まで推計されているわけですから、ここに現実に一般会計で見たときのプライマリーバ

ランスどうなるのだということを付け加えるべきじゃないかと、こういうことなんです。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 申し上げているように、先ほどちょっと、国というのは国全

体というのと中央政府という意味合いでちょっと混同があるといけませんけれども、中央

政府、いわゆる国ですね、その部分と地方の部分とは分けて示しております。 

 

○辻泰弘君 中央政府というのは国と地方と、政府が国と地方と社会保障基金ですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 正確に申します。中央政府を意味する国と地方、これを分け

て出しております。その合計ももちろん、したがって出ます。社会保障基金はこのプライ

マリーバランスの計算には入れておりません。 

 

○辻泰弘君 分かりました。 

 それで、要は、私が言いたいのは、一般会計の姿というのを出していらっしゃるわけで

すから、その下でもいいんですけれども、ここにも一般会計におけるプライマリーバラン



スのことが分かるものがあるべきじゃないかと、このことなんです。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これは、一般会計と特別会計の間でその勘定の振替のような

ものがありますから、これは、これの一般会計だけを出すということにちょっとどういう

意味があるのか。重要なのは、やはり中央政府としてのその姿全体なのではないのでしょ

うか。 

 

○辻泰弘君 それは大臣の言葉とも思えないですが、一般会計に意味がないということで

しょうか、それは。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 一般会計にも意味があります。特別会計にも意味があります。

しかし、これは当然のことながら、勘定の相殺のような問題が出てきますから、これはや

はり全体で、つまり連結で言わば見れば、しっかり見ればよろしいのではないでしょうか

ということです。 

 

○辻泰弘君 いや、もっと、そもそもやっぱり国の一般会計がどうかということが一つ大

きくあるわけじゃないですか。だから、その意味においては、国の一般会計の中でプライ

マリーバランスが改善するのかどうかというのが一つの大きなポイントだと思いますけれ

ども、違いますか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これはひとつそういう御意見は是非参考にさせていただいて、

我々どうするかということは検討をさせていただきたいというふうに思います。 

 ただ、私が申し上げている本来の意味は、今申し上げた答弁で尽きているのではないか

というふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 率直に言って、これは分かりにくくなっているんですね。プライマリーバラ

ンスが改善するというふうにおっしゃっているわけだけれども、実際、一般会計がどうな

るかというのは分からないわけですね。その部分については、やっぱり資料が現実に近く

まで来ているわけですから、それを示していただくということが私は大事なことだと思っ

ています。大臣、ありますか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これは、国の一般会計の姿というのは同時にこの「改革と展

望」の試算の中に出ております。数字は出しておりませんけれども、ここからその基礎的

収支、つまり国債費と公債金を除くと、計算としては出てまいります。これはもし関心が

あれば、大変申し訳ありませんが、引き算だけしていただいて計算をしていただければよ

ろしいのではないかと思います。 



 

○辻泰弘君 引き算はできますけれども、しかしやっぱり国民に明示するということで、

やっぱり出すということが大事ですし、それを、そんなに簡単なんだったら、なぜ出さな

いのかと、そういうことになりますよ。どうですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） そういうものに意味があるという御意見は是非参考にさせて

いただきまして、表現の方法は今後とも是非検討させていただきたいと思います。 

 ただ、繰り返し言いますが、やはり国全体で見ること、ないしは中央政府で見ること、

私はこれが重要だと思っております。 

 

○辻泰弘君 私は国全体で見ることを否定しているわけじゃなくて、一般会計がまず大事

じゃないかと、そこから見詰めていこうと言っているわけで、それを一般会計を見詰める

と言いながら別のことを見ていたら分からなくなるじゃないかと、そのことを申し上げて

いるわけです。 

 時間がないので、それは今後取り組んでいただくように申し上げておきたいと思います。 

 国民負担率のことでちょっと最後の時間使わせていただきたいと思います。 

 国民負担率、租税負担と社会保障負担になっていますけれども、租税負担、その部分に

ついてなんですけれども、国共済、地共済のいわゆる負担金収入、この部分は税金で賄わ

れていると思います。それは、社会保障負担においては、その部分がまた社会保険負担と

しても計上されているという意味で二重計上になっているんじゃないか。すなわち、国民

負担率が二重計上によって数値が上がっていることになるんじゃないかということなんで

すけれども、いかがでしょうか。 

 

○副大臣（石井啓一君） 国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合につきまして、国

及び地方自治体が公務員の雇用主といたしまして負担する社会保険料の負担につきまして

は、委員が御指摘のとおり、租税等を財源としつつ、社会保障負担としても計上されてい

るところでございます。 

 これは、国際的な基準でございますＳＮＡの定義に従いまして、民間事業者同様、国及

び地方自治体から雇用者たる公務員に相当額が報酬として支払われ、その当該公務員によ

り本人負担分と合わせて負担されると、このようにみなしておりまして、そういった定義

に基づいてこういう計算がされているところでございます。 

 

○辻泰弘君 今、ＳＮＡの定義とおっしゃったけれども、これは社会保障負担についての

定義であって国民負担ということについての定義じゃないんで、だから本当はその二重計

上を正当化する理由にはならないんです。ただ、それは問題点として指摘をしておきたい

と思います。 



 すなわち、このことによって、国共済、地共済の負担金収入、租税負担で賄われている

部分が五兆円ぐらいありますから、ＮＩ比で見れば一・数％低いんじゃないかと。何が高

い低いというんじゃなくて、現実を表しているかどうかという、そういう意味合いで申し

上げているわけです。 

 もう一つ、調整保険料がカウントされていないということがあります。そのことについ

て現状を教えてください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 調整保険料というのは、技術的な問題でありますけれども、

それぞれの保険の組合の勘定を調整するためのプール金であるかと思います。このプール

金というのは、基本的にはＳＮＡの統計というのは発生ベースで計算することになってお

りますので、これは一種の積立金、前払金のような性格であるのでこれは勘定しない。 

 これはいろんな見方あるかもしれませんが、すべてのものを発生ベースで計上するとい

うその統計の約束事ということで是非御理解をいただきたいと思います。 

 

○辻泰弘君 これは国民所得統計部長をされた方が、本来は社会保障負担に含められるべ

きものであるが、資料の制約に、その額がとらえられないため計上されていないと、この

ように明確におっしゃっています。しかし、調整保険料は現実に出ておりますので、この

点は統計上の不備だと思いますので、その点について対処をしておきたい、問題点を指摘

しておきたいと思います。 

 時間が迫っておりますので、最後、一言申し上げますけれども、総理、十分御質問をで

きなかった部分もございますけれども、いずれにいたしましても、小泉総理はまごうこと

なく日本の最高指導者でいらっしゃいます。国民生活の安定、暮らしの向上というのは総

理の双肩に掛かっていると、その自覚と責任を持って国民の幸せのために全身全霊を傾け

て政策課題に取り組んでいただきたい、このことを強くお願い申し上げまして、質問を終

わらせていただきます。 


